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1. 経営成績・財政状態に関する分析
（１）経営成績に関する分析

　 ①当連結会計年度の経営成績

　 当連結会計年度は、ここ数年製造業を牽引してきたスマートフォンの伸悩みが顕著になる中、

　 ６月以降の急激な円高とその影響による製造業の先行き不透明感の広がりから、舵取りの難しい

　 年度となりました。年後半における電子機器工業界での高品質志向の高まりや円安回帰で足元持

　 ち直しつつあるものの、年度を通してみると物足りない推移となってしまいました。

　 当社グループは、近年強化してきた新製品群の拡販を進め売上高の向上に努めております。一

定の成果をあげつつあり、当連結会計年度の売上高は、想定を上回る20,754百万円を計上するこ

　 ととなりました。収益面では、当社の新製品が、年後半に入って好調に推移したことから盛返し

て年度を終えました。当連結会計年度の営業利益は3,049百万円（売上高に対して14.7％）となっ

ております。為替差損の影響を受けた経常利益は例年と違い低調な利益率となり、2,859百万円

　 (同13.8％)、同様に親会社株主に帰属する当期純利益は2,136百万円(同10.3％)となっておりま

　 す。

　 セグメント別では、「日本」では自動車向け、高速通信インフラ向けの堅調な需要動向と半導

　 体パッケージの新たな動きなどから高品質品への需要が高まり年央の厳しい状況を盛返す動きと

　 なりました。この地区での売上高は14,204百万円、セグメント利益1,675百万円を計上しておりま

　 す。

　 日本を除く「アジア」では、景気低迷、スマートフォン減速および為替円高の影響から厳しい

状況となりました。この地区での売上高は9,886百万円となり、セグメント利益は723百万円と

なっております。

　 欧米での事業は、個々の課題を地道に解決しつつ地位の向上を進めておりますが、当連結会計

年度においては為替円高の影響で厳しくなっています。北米での売上高は1,259百万円、セグメン

ト利益は55百万円となり、欧州のそれは、順に1,191百万円、132百万円となっております。
　

　 ②次期の見通し

　 当連結会計年度は第４四半期に入って、為替円安や海外スマホの立上がりなどがあり、次期に

　 つながる動きがありました。自動運転に向けてのあらゆる進化が期待される自動車業界やIoTの前

提となる高速通信関連業界からの当社製品に対する需要は引続き堅調に推移し、さらに半導体周

辺の新たな動きもでてくる年度との期待もあります。一方で、米国保護主義の台頭、世界経済

の先行き不透明感の台頭およびスマホ関連ビジネスの成熟感の台頭などが懸念され、柔軟で迅速

な対応が必要となりそうです。当社は、世界的に根付きつつある製造現場での「イイ物志向」を

　 背景に当社の強みをいかし成長していく所存です。新製品の質量を拡大させていきたいと考えて

　 おります。

（２）財政状態に関する分析

　 ①資産、負債および純資産の状況に関する分析

　 当連結会計年度末の資産合計は52,851百万円(前連結会計年度末比1,453百万円減)となりまし

た。流動資産合計は24,775百万円(同2,495百万円減)となりました。主な変動要因は、現金及び預

　 金(同1,852百万円減)および有価証券(同923百万円減)であります。

　 固定資産合計は28,076百万円(同1,041百万円増)となっております。このうち、有形固定資産

合計が20,658百万円(同2,056百万円増)となり、投資その他の資産合計が7,313百万円（同1,040百

万円減。主に投資有価証券の1,036百万円の減による）となっております。

負債合計は3,619百万円(同408百万円減)となりました。流動負債合計は2,663百万円(同371百万

円減)となりました。主な変動要因は、賞与引当金(同259百万円増)および未払法人税等（同819百

万円減)であります。固定負債合計は956百万円(同37百万円減)となりました。これは主に、繰延

　 税金負債(同67百万円減)によるものであります。

　 純資産合計は49,232百万円(同1,045百万円減)となりました。株主資本合計が46,617百万円(同

302百万円増)、その他の包括利益累計額合計が2,614百万円(同1,347百万円減)となっておりま

す。主な変動項目は、自己株式(同822百万円増)および為替換算調整勘定(同1,097百万円減)であ

ります。
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　 ②キャッシュ・フローの状況に関する分析
　 当連結会計年度における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ1,860百万円減

少し6,007百万円となりました。
　 （営業活動によるキャッシュ・フロー）
　 営業活動によるキャッシュ・フローは、事業活動の安定と利益向上を主因として3,637百万円

の収入となっております。主なキャッシュ・イン項目は、税金等調整前当期純利益2,859百万円
および減価償却費2,180百万円であり、主なキャッシュ・アウト項目は、法人税等の支払額1,471
百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
　 投資活動によるキャッシュ・フローは、3,376百万円の支出となりました。有価証券や投資有

価証券の売却及び償還により流入したキャッシュ(3,144百万円)を、新たに投資しキャッシュ・
アウトさせた(固定資産4,833百万円および投資有価証券1,619百万円)ことが主な変動要因であり
ます。

　 （財務活動によるキャッシュ・フロー）
　 財務活動によるキャッシュ・フローは、1,834百万円の支出となりました。配当金の支払
　 (1,011百万円）と自己株式の取得(822百万円)を行なっております。

　

　 （参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移
平成24年11月期 平成25年11月期 平成26年11月期 平成27年12月期 平成28年12月期

自己資本比率 95.7 93.3 93.4 92.6 93.2
時価ベースの
自己資本比率

57.0 85.7 95.9 107.6 99.4

キャッシュ・フロー
対有利子負債比率

－ － － － －

インタレスト・カバ
レッジ・レシオ

10,321.3 8,185.4 17,977.1 52,322.9 44,777.3

　 自己資本比率：自己資本／総資産
　 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産
　 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー
　 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い
　 (注１)いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

(注２)株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。
　 (注３)キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。
　 (注４)有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象とし
　 ています。

　

　 (3)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
当社は、株主還元、成長投資および経営の安全性をバランスよく見ながら資金配分すること

　 が重要であると考えており、株主還元については、連結業績、フリーキャッシュフローの状況
　 を見ながら決定することを基本方針としております。
　 株主還元は、主に配当と自己株式取得の２つの方法により行ないます。
　 配当は、株主還元の基本であり、これからも重視してまいります。なお、配当の回数について
　 は、中間配当と期末配当の年２回とし、中間配当については定款第44条の定めにより取締役会
　 決議によって実施できることとなっており、期末配当は株主総会により決議いたします。
　 自己株式の取得は、定款第７条の定めにより取締役会決議で機動的に実施できるようになっ

ておりますので、短期的なキャッシュフローの状況等を見ながら実施してまいります。なお、
　 ここ数年連続して自己株式の取得を行なっておりますが、当面も同程度の取得が実施できる状
　 況にあり、外部環境等を勘案して柔軟に実施検討していく所存であります。
　 以上のような基本方針のもと、平成28年12月期においては、以下の株主還元を実施しました。
　 ＜配当金支払＞
　 ・１株当たり25円(前期22円より３円増配)の中間配当金を昨年９月にお支払いしておりま
　 す。
　 ・期末配当金は１株当たり25円(前期23円より２円増配。普通配当ベース)を定時株主総会
　 に諮る予定でおります。なお、これによると年間配当金は１株当たり50円(前期45円よ
　 り５円増配。普通配当ベース。)を予定しております。
　 ＜自己株式の市場からの取得＞
　 ・平成28年２月12日付取締役会決議に基づき300,000株を総額821百万円にて市場より取得
　 しております。
　 ・平成28年12月31日現在の自己株式残高は3,511,400株となっております。
　 次期の配当につきましては、中間配当・期末配当とも普通配当25円とし、年間50円(今期と
　 同額)を予定しております。
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２. 経営方針
　 (1)会社の経営の基本方針
　 当社グループは、「優れた製品を供給して社会に貢献する」を社是とし、「会社と社員の永
　 遠の繁栄をはかる」ことを行動の基本方針としています。このような考え方を大切にしつつ、
　 主に産業用切削工具の分野で地道な努力を続けてまいりました。今日では、プリント配線板用

超硬ドリル(ＰＣＢドリル)分野において世界のリーディングカンパニーとなっております。
今後とも「モノ造り」に専心し、高品質、高レベルな製品・サービスを柔軟に適時に素早く

提供することで、グローバルな市場の中、価値ある企業であり続けたいと願っております。

(2)目標とする経営指標
　 当社は連結売上高営業利益率の20％台確保をめざしております。当連結会計年度において

は、年央の厳しさが影響して14.7％の実績となりました。年後半になって、当社の品質・技術
　 差別化製品への需要が回復し、当社も生産効率の改善に注力しました。当連結会計年度は、第
　 ３四半期累計期間における営業利益率が13.3％だったのに対し、通期では14.7％まで回復させ
　 ることができましたので、一定の手応えを感じつつあるところです。

　

(3)中長期的な会社の経営戦略
　 当社グループの末永い繁栄は、ユーザーが持つ課題を最も効率的に解決し続けることから構

築される信頼関係からもたらされるものと考えております。信頼関係構築の基本前提として、
まず、社会貢献、コンプライアンス意識の定着・向上を大切にしてまいります。その上で、成
長余力のある主力のプリント配線板用超硬ドリルでの確固たる地位をさらに高めていく所存で
す。具体的には、①ユーザーが抱える日々の課題を真摯に受けとめ、解決し、実績を積み重ね
ていくこと、②課題解決ノウハウを蓄積し、当社グループからの提案・情報発信を強化するこ

　 と を進めてまいります。
　 これまで主需要先だった電子機器工業界以外でも、高品質な切削工具需要の高まりが感じら
　 れます。多品種少量生産のもと、あらゆる面でのコスト削減が望まれるようになり、切削工具

でも実質的なコスト削減への貢献要求が強くなっています。当社グループでは、このような新
分野においても信頼関係の拡大を図ってまいりたく、上記事項と合わせて原価低減を推進する
所存です。当社グループは切削工具製造設備の多くを自社開発し、製造してきたことから、着
実なコスト削減を毎期続けてまいりましたが、社会環境のことも考え、自動化や大胆な工程改
革なども進めていきたいと思っております。

　

(4)会社の対処すべき課題
　１．売上高の拡大について
　 当社の主力製品であるＰＣＢドリルは約50年の歴史を経て大きな転換点にきています。主な
　 仕向先がデジタル・モバイル関連から車載、高速通信関連に変わろうとしているのです。これ

らの業界は、耐久性・信頼性をこれまで以上に求める業界で、加えて厳しいコスト対応力も求
められます。
ＰＣＢドリルでの浸透を足がかりに超硬エンドミルでも、これらの業界が有望であると見て

　 います。当社の得意とする品質・技術での差別化に敏感で、良いモノを良いモノとして評価し
　 ていただける業界だと思っています。このような動きに遅れることなく、製品展開を図り業績
　 の向上を果たしていきたいと思います。なお、製品ごとの課題は以下の通りであります。
　 1-1.ＰＣＢドリルの拡販について
　 お客様はコスト低減を望んでおり、当社の開発テーマもコーティングや形状開発による
　 長寿命化になりつつあります。競合他社に先がけてこれらの新製品を市場投入した当社の
　 製品群は、先行メリットを生かしつつ、刈取り時期に入ってきましたので、積極的な提案
　 営業を展開したいと思っております。
　 重点市場は、引続き日本、台湾、中国になります。既にこれらの地区に工場を配置し情
　 報収集の拠点としておりますが、近年、日本製の高付加価値品需要が増えてきています。
　 最先端開発拠点を日本とする考え方に変更はありませんが、海外工場での生産品目、産出
　 量および在庫融通などの新たな課題に取組みつつあるところです。グループ全体を通した
　 組織づくりや情報共有システムの構築などを進め対処していく所存です。
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　 1-2.超硬エンドミルの拡販について
　 この製品については実績づくりを重視すべき時期と考えております。ＰＣＢドリルより
　 もチャンスが多く、成長性も高い分野でありますが、最先端技術を必要とする日本の需要
　 にしっかり取組んでいくかたちでノウハウを積上げていきたいと考えております。試用機
　 会や露出機会を増やすため、展示会出展、迅速な試作品・特殊品対応が必要で、それを可
　 能にする能力増強、品揃えの拡充などを図ってまいります。
　 超硬エンドミル需要は世界各地に広がっています。全世界展開には未だ課題が多く、早
　 急に解決できるものではありませんが、ＰＣＢドリルでのビジネスモデル(品質・技術に
　 よる差別化)をそのままに妥協せず対応していくつもりです。なお、この分野では、外部
　 者の協力なども積極的に取込んでいきたいと考えております。
　
　 ２．利益率の改善について
　 利益率の改善についても成果をあげていきたいと考えております。ＰＣＢドリルのみなら
　 ず、超硬エンドミルの成長も図りつつ、さらに初の個人様向け製品の展開も本格化させていく
　 計画を進めておりますが、経営資源の再配分や規模の拡大が必要な時期になってまいりまし
　 た。当社の利益の源泉は人であり、内製の機械にあると思っています。56期は、久々に従業員
　 を多く増やしました。活気のある社風の維持のため育成制度なども改善させていきたいと考え
　 ています。その他、内製機械の充実を果たすべく大型の設備投資や機械設備の早期立上げなど
　 を進めていく所存です。当面、準備段階にある製品群が多く、利益率の改善に早期の成果が出
　 しにくい時期にあると覚悟しておりますが、中期的な目標である「売上高営業利益率20％台定
　 着」に近づけるよう各種対策を講じてまいる所存であります。

　

(5)その他、会社の経営上重要な事項
該当事項はありません。

　

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方
　 当社グループは、連結財務諸表の企業間の比較可能性を考慮し、当面は日本基準で連結財務諸
　 表を作成する方針であります。
　 なお、国際財務報告基準(ＩＦＲＳ)の適用については、今後の事業展開や制度の動向を踏まえ
　 つつ、適切に対応していく方針であります。
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(５)連結財務諸表に関する注記事項
　 (継続企業の前提に関する注記)
　 該当事項はありません。

(会計方針の変更)
　 （企業結合に関する会計基準等の適用）
　 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務
　 諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）、及び「事業分離等に
　 関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）等を当連結会計年度から適用
　 し、当期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連

結会計年度については連結財務諸表の組替えを行っております。

　 (平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)
　 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の
　 取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４
　 月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更
　 しております。
　 これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響
　 額は軽微であります。

　 (１株当たり情報)
前連結会計年度

(自 平成26年12月１日
至 平成27年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日)

１株当たり純資産額 2,860円35銭 2,849円55銭

１株当たり当期純利益 194円83銭 123円20銭

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 平成26年12月１日
至 平成27年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日)

連結損益計算書上の親会社株主に帰属する
当期純利益(千円)

3,571,798 2,136,621

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(千円)

3,571,798 2,136,621

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 18,333 17,342

　(重要な後発事象)
　 前連結会計年度(自 平成26年12月１日 至 平成27年12月31日)
　 本日の取締役会で、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の
　 規定に基づき、以下の要領による自己株式の市場からの取得を決議いたしました。
　 ・自己株式の取得を行なう理由：資本効率の向上および機動的な資本政策を遂行するため
　 ・取得対象株式の種類：当社普通株式
　 ・取得しうる株式の総数：30万株(上限、自己株式を除く発行済株式総数の1.7％)
　 ・株式の取得価額の総額：10億円(上限)
　 ・取得期間：平成28年２月15日から平成28年４月28日まで

なお、本件については、本日付で「自己株式取得に係る事項の決定に関するお知らせ」を別
　 途開示しております。

　 当連結会計年度(自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日)
該当事項はありません。

決算短信（宝印刷） 2017年02月10日 17時47分 5ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）

ユニオンツール（株） （6278） 平成28年12月期決算短信

12



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が経営資源の配

分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行なう対象となっているものであります。

　当社は主に産業用切削工具を生産・販売しており、国内においては当社が、海外においてはアジア、米国、欧州

（スイス）の各地域に適宜現地法人を設立し、それらが、それぞれ各地区を担当しております。現地法人はそれぞれ

独立した経営単位であり、取扱う製品については各地域の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社は、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、「アジ

ア」、「北米」および「欧州」の4つを報告セグメントとしております。
　
２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と同一と

なっております。また、報告セグメントの利益は営業利益を採用しております。
　
３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成26年12月１日 至 平成27年12月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
（注1）

連結財務
諸表計上額

(注2)
日本 アジア 北米 欧州 計

売上高

外部顧客への売上高 9,336,846 12,735,131 1,649,424 1,394,453 25,115,855 － 25,115,855
セグメント間の内部
売上高又は振替高

5,839,584 245,062 934 60 6,085,641 △6,085,641 －

計 15,176,431 12,980,193 1,650,358 1,394,513 31,201,497 △6,085,641 25,115,855

セグメント利益 2,441,924 1,304,861 66,838 147,920 3,961,544 31,780 3,993,324

セグメント資産 19,575,159 12,045,040 1,031,492 572,024 33,223,717 21,082,065 54,305,782

その他の項目

減価償却費 1,329,006 1,371,804 23,659 7,060 2,731,530 △188,466 2,543,063
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,538,859 337,553 86,805 5,646 1,968,864 △87,889 1,880,975

（注)1. 調整額の内容は以下のとおりです。
(1) セグメント利益の調整額31,780千円は、セグメント間取引消去によるものです。
(2) セグメント資産の調整額21,082,065千円は、主にセグメント間取引消去及び報告セグメントに帰属しない全

社資産であり、全社資産の主なものは現金預金、有価証券及び投資有価証券等であります。
(3) 減価償却費の調整額△188,466千円は、主にセグメント間取引消去であります。
(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△87,889千円は、主にセグメント間取引消去であります。
2. セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益との調整を行っております。
3. 当連結会計年度は、決算期変更により平成26年12月１日から平成27年12月31日までの13ヶ月間となっておりま
す。

　

当連結会計年度(自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
（注1）

連結財務
諸表計上額

(注2)
日本 アジア 北米 欧州 計

売上高

外部顧客への売上高 8,629,103 9,674,172 1,259,388 1,191,412 20,754,076 － 20,754,076
セグメント間の内部
売上高又は振替高

5,575,727 212,770 0 312 5,788,810 △5,788,810 －

計 14,204,831 9,886,943 1,259,388 1,191,725 26,542,887 △5,788,810 20,754,076

セグメント利益 1,675,734 723,468 55,409 132,451 2,587,064 462,434 3,049,499

セグメント資産 40,760,830 15,892,680 1,709,838 758,033 59,121,383 △6,269,450 52,851,933

その他の項目

減価償却費 1,373,919 921,922 23,916 6,212 2,325,971 △145,630 2,180,340
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

4,340,533 571,883 46,767 6,075 4,965,260 △74,873 4,890,386

（注)1. 調整額の内容は以下のとおりです。
(1) セグメント利益の調整額 462,434千円は、セグメント間取引消去によるものです。
(2) セグメント資産の調整額△6,269,450千円は、主にセグメント間取引消去及び報告セグメントに帰属しない全

社資産であり、全社資産の主なものは現金預金、有価証券及び投資有価証券等であります。
(3) 減価償却費の調整額△145,630千円は、主にセグメント間取引消去であります。
(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△74,873千円は、主にセグメント間取引消去であります。
2. セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益との調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自 平成26年12月１日 至 平成27年12月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービス区分の外部顧客への売上高が連結売上高の90％超であるため製品及びサービスに関する情

報の開示を省略しております。

　

２ 地域ごとの情報

セグメント情報「３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情

報」をご参照ください。

　

３ 主要な顧客ごとの情報

主要な顧客への売上高が連結売上高の10％未満であるため主要な顧客ごとに関する情報の開示を省略しておりま

す。

　

当連結会計年度(自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービス区分の外部顧客への売上高が連結売上高の90％超であるため製品及びサービスに関する情

報の開示を省略しております。

　

２ 地域ごとの情報

セグメント情報「３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情

報」をご参照ください。

　

３ 主要な顧客ごとの情報

主要な顧客への売上高が連結売上高の10％未満であるため主要な顧客ごとに関する情報の開示を省略しておりま

す。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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